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I は じめに

ジョン ・バー トン (Jol■n Batton 1789-1852)はしばしば, リカ
ー ドウの機械論改変

にあたつて大きな影響を与えた論者 として考祭されてきた。ただこの点を除けば,古

典派経済学の中でのバー トンの位置付けは 「リカ
ー ドウをとりまく一つ小さな星」(真

実 1959, 49)と されるのが普通であつた。しかしながら,バ
ー トンをリカー ドウ経

済学のたんなる支流の
一つと考えるのは妥当ではない。バー トンの全著作を通 じてみ

れば,彼 は救貧法や穀物法を擁護する議論を展開していたことがわかる。バ
ー トンは

政策的には, リカー ドウとは正反対の立場をとつていたのである。

さらにそのような政策的な立場の相違の背後には,理論的考察における違いが存在

していた。バートンはその主著 『社会の労働者階級の状態』において,救貧法が労働

者階級の状態を悪化させてきたとする,1817年の下院特別委員会報告書 (沢?θ/″ルθ閉

″乃2挽 ル伊 Cθ初秘,″脅cゲ 挽 パ タゲ ごθ初初θt t S  θれ Pοθ/五 αッs )を 批 判 し た 上 で ,貨 幣 価 値
の

継続的な下落が 18世紀末～ 19世紀はじめの実質賃金の低下と急速な人口増加を引き

起こしたと論じている。そして彼は,救 貧法がこのような労働者階級の状態の悪化を

改善するのに貢献してきたと論じている。貨幣的要因の影響をしばしば考察の対象外

としているリカー ドウとは異なり,バ ー トンは貨幣的要因を重視しつつ,経 済分析か

ら政策的対応まで包括的な考察を展開しようとしていたことがわかる。

そこでこの報告では,『社会の労働者階級の状態』でバー トンは,救 貧法にかんす

る下院特別委員会報告書への批判の上で,い かに救貧法を評価する議論を展開したの

か検討する
い.構 成は以下のようになる。

救貧法は国富の増加を遅らせ,労 働者階級の状態改善を阻んできたとする下院特別

委員会報告書は,スミス賃金論を理論的な基礎としていたとバ
ー トンは考えていた

D.

そこで工では,バ ー トンによるスミス賃金論批判について考察する。皿では,18世

紀末～ 19世 紀はじめの急速な人口増加と実質賃金の低下が救貧法の作用でないとバ

ー トンが考えていたとすれば,そ の原因についてバ
ー トンはどのような説明を与えた

のか考察する。Ⅳでは,こ の時期の急速な人口増加と実質賃金低下の原因についての

認識をもとに,バ ー トンは救貧法を評価する議論をいかに展開したのか論じる。最後

1)バ ー トンの救貧法擁護論については,BaHon(1820,28-9,39)もまた参照.

2)渡 会 (1999,51‐3)の指摘するように, この報告書作成にあたつては,マ ルサスの影響もまた大き

かったと考えられるが,バ ー トンはこの点にはふれていない。
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にVは 結びとして,貨 幣的要因の重視という点からバートンの学説史的位置付けにつ

いて言及する。

Hバ ー トンのスミス賃金論批判

1817年の下院特別委員会報告書によれば,救 貧法は被救済者の自立′いと勤勉さを

損なうという弊害をもたらすだけでなく,本 来であれば就業労TSJ者に支払われるべき

雇用ファンド (the funds which provides the maintenance of labour)を教区手当てとし

て支給することで)賃 金を低下させる.さ らに雇用ファンドが不生産的に支出される

ことで,国 富の増加を遅らせ将来の雇用ファンド形成の妨げにもなる。このように救

貧法は,雇 用ファンドの増加を現在だけでなく将来にわたつても遅らせることで,労

働者階級の悪化させるとしている (沢響θ/r,34-5)〕.

すでに述べたように,バ ー トンは同報告書での救貧法批判の理論的基礎はスミス賃

金論にあると考えていた。スミスは国富の増加にしたがつて労働需要は増加し実質賃

金は上昇してゆくと考えていた。そして,賃 金上昇とともに人口は増加し,必 要な労

働供給が確保されるので,資 本蓄積は持続的に労働者階級の状態を改善させることが

できると論じた。逆に,国 富の増加が人口増加に対して遅れる場合には,実 質賃金は

低下し労働者階級の状態は悪化すると論じた.こ のように,ス ミスは国富増加 (資本

蓄積)が持続する限りで労働者階級の状態は改善されると考えた (Smtth 1937,79-80),

同報告書はこのような見解を基礎に,救 貧法は国富の増加を遅らせることで労働者階

級の状態を悪化させていること,そ して彼らの状態改善のためには救貧法の廃止が必

要であることを論じている。

まずバー トンによるスミスの労働需要論に対する批判を見ることにしたい。ノミー ト

ンは資本を労働者の生活必需品にあたる 「流動資本」と機械などの労働手段にあたる

「固定資本」に分類した上で,労 働需要を増加させるのは流動資本の増加のみである

と主張する.そ してバー トンは,国 富が増加し資本蓄積がなされるとしても,た だち

に労働需要の増加を意味するわけではないこと,そ して歴史的には流動資本に対する

固定資本の害1合は増加してきたことを論じている (Batton 1817,16-7:訳26).

またスミスが描いた賃金上昇と労働供給増加との関係についても,バ
ー トンは次の

ように批判している).ノミー トンは労働者が
一人前になるには少なくとも 15～ 20年

は必要として,賃 金上昇はただちに人口増加および労働供給の増加にはつながらない

3)ま た同報告では,公 的な救済は受け手の側での感謝の念を引き起こさないことから,負 担する

側である 「社会の上層」と受け手である 「下層」のあいだの利害対立を引き起こすとされている.

この点については大沢 (1986,41-2)を参照.
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と論じた.さ らに,こ れより長い期間についても,賃 金上昇が労働供給を増加させる

作用はわずかに過ぎないとしている (乃広, 20:訳29‐30).バー トン自身は,労 働供

給の増加をもたらす要因として賃金よりも雇用機会を重視していた。

バー トンは国富の増加 (資本蓄積)と 労働需要の関係,賃 金と労働供給の関係につ

いてのスミスの認識には妥当性はないことから,国 富の増加は労働者階級の状態を持

続的に改善しつつ,人 口を増加させるスミスの見解もまた正しくないと主張する。「人

口の増進が富の増加によってはかられるという学説は事実において真実ではないよう

にみうけられるとともに,他 方それは,健 全なる推理とも一貫していない」(乃,グ.,15:

訳 24)。そしてバー トンは,歴史的には国富の増加よりも急速に人口が増加した場合,

逆に人口が減少した場合があるとしている (乃デ″,7-15:訳15-24).以上のことから,

スミスの想定した国富増加と人口増加との関係を基礎に論じられた下院特別委員会報

告書での救貧法批判にもまた妥当性はないという批判がなされる,

III労働者階級の第乏の原因

18世紀末～ 19世紀はじめの急速な人口増加と実質賃金の低下を説明するさい,バ
ー トンはアメリカ鉱山の生産性上昇とヨーロッパにもたらされた貴金属量の増加に着

目する.バ ー トンによれば,貴 金属流通量の増加は,商 品全般に対する需要を増加さ

せ,物 価全般を上昇させた。しかしこのような貨幣価値の下落にもかかわらず,貨 幣

賃金は比例的に上昇しなかったために,実 質賃金は低下し,利 潤は増加したとバー ト

ンは論じている
り,

「最近 50年ないし60年の間に,イ ギリスのみならず, ヨーロッパのほとんどのあら

ゆる国に起こった人口の著しい増加は,お そらくアメリカの鉱山の生産性の増加から

生じてきたものである。貴金属が増加して豊富になったことが,労 働の価格よりも大

きな割合で商品の価格を引き上げる」(Barton 1817,29:訳40).

貨幣価値の下落に比例して貨幣賃金が上昇しない理由は次のように説明される。バ

ー トンはまず,労 働需要は
一国の流動資本と収入により決まるとする (収入は召使な

どの不生産的労働者の雇用にあてられると考えられている)。そしてバー トンは,一

般に貴金属流通量に比べ,流 動資本と収入の総額ははるかに大きいために,貨 幣賃金

は一国の貴金属の増加率と同じ害1合では上昇しないと論じている。

バー トンは,こ のことを次のような例を用いて説明する。ある国の流動資本と収入

の総計が 4億 ポンド,流 通している貴金属 (金および銀)の 合計量は 4000万 ポンド

4)な お Batton(1954)では, このような利潤増加の結果として,中 産階級を担い手とする文芸が発

展してきたと論じられている.
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であるとする。いま,貴 金属流通量が 50%増 加 し6000万ポンドになったとする。し

かし流動資本および収入は,貴金属の追加量である2000万ポンド増加するにすぎず,

その増加率は5%に とどまる。このように,バ ー トンは 「労働に対する需要は,収 入

と流動資本の合計額に絶対的に依存する…しかし諸商品に対する需要は同じようには

制限されないし,少 なくとも貴金属の流入の場合にはそうである」(め泌,34-5:訳46)

ということから,「貨幣の流入は比例的に賃金を引き上げない」(乃〃., 34:訳45)と

いうことを主張している
).

さらにバー トンは実質賃金の下落は,利 潤を増加させるので資本蓄積を促進するだ

けでなく,資 本家に機械よりも労働をより多く用いた生産を選択させるという。これ

らのことからバー トンは雇用機会は増加 し,人 口もまた増加 してゆくと考えた。「そ

れ 〔貴金属が豊富になったこと〕は,労 働者の状態を引き下げると同時に,か れの雇

用者の利得を増加させる。またその雇用者は,そ れだから自己の能力のおよぶかぎり

かれの流動資本を増大させ,か れが 〔賃銀〕を支払う手段を有するかぎり多くの人手

を雇用するようにしむけられる一―そしてまたこれこそが,ま さに人口の増加に対し

て最も有利な事態であるとみられてきた」(妨グ.,29-30:訳40-41.〔〕は訳者による).

IVノミー トンにおける救貧法の効果

18世紀末～ 19世紀はじめの急速な人口増加 と実質賃金の低下をもたらした原因を

ふまえて,バ ー トンは救貧法にかんする下院特別委員会報告書などとは逆に,救 貧法

はむ しろ労働者階級の状態を改善するのに貢献 してきたとい う。

バー トンは救貧税の名 目上の増加にもかかわらず,貨 幣価値の下落を考えれば,実

質的な負担は増加 していないと論 じている.「被救済者の増加は,一 般に懸念 されて

いるほど恐るべきものとはみ うけられない。われわれは,従 前よりもずつと大きな割

合の貧民を負担させ られているとは思わない。そしてのその害悪は,1803年 から 1815

年にかけて減少 したようにみ うけられさえする」 (Batton 1817,58:訳73).

その一方で,バ ー トンは 1780年以来の死亡率の低下を引き合いに出して,救 貧法

は労働者階級の状態を改善 してきたことを主張している.こ のように,バ ー トンよれ

ば,救 貧法は雇用ファン ドのさらなる減少を引き起こすことなく,労 働者階級の状態

を改善してきた。バー トンは 「死亡者の減少は同様に,た しかに下層の人々の状態が

改善されていることを立証する」とした上で,1780年 から 1809年までの各 10年 ご

との平均人口,平 均死亡者数,死 亡率を示 し 「1780年 以来 〔死亡者の〕ひ じょうに

5)ま たバー トンは,1760年 代の 「スウェーデンにおける紙幣の超過発行」を例にとり, この場合

にも同じことがあてはまるとしている (Barton 1817,40:訳52).
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著しい減少を示す」と主張している ∽ガ.,58‐9i訳 73‐4.〔〕は訳者による),

こうしてバー トンは 「ひとたび救貧法が労働の価格を低めないということが認めら

れるならば,そ れらが貧民の生活を楽にするのに,大 変重要な方法として寄与するこ

とになるのは確か」(励冴., 65:訳81)で あり,「教区制度の効果は,ほ とんどまじり

気なしに良かつたとわたしは考えざるをえない」(肋法,69:訳85)と 主張する。

ただしバー トンは救貧法を手放しで評価したわけではない。まずバ
ー トンはイーデ

ンの記述
°
をもとに, 自身が農業資本家である監督官が,教 区手当を前提にその分だ

け賃金を引き下げようとはかつてきたという問題が存在したと指摘している。「その

監督官はかれ自身人手に欠乏している農業者だったので,そ の労働者が切りつめられ

た賃銀率でかれのところで勤労するのでなければこの手当てを下付することを拒否し

た。もつとも {監督官は},そ の差額を教区基金から補填することを約束した」(乃〃.,

65:訳80.{}は 報告者による補足).

またバー トンは逆に,も ともと怠惰で労働意欲のない者にも教区手当が支払われて

きたという問題があることも指摘している。「教区課税によつて取り立てられる大部

分の額が,その社会の最も価値なき部分に支出されるというのは,たぶん真実である。

雇用が希少である場合には,最 も堅実でなくまた最も勤勉でないそれらの労働者たち

が,も ちろん最初に解雇され,ま た最初に負担となる」∽〃.,65-6:訳81)の.

このようにバー トンは救貧法には運用上の諸問題があることを認めつつも,全 般的

には労働者階級の状態を改善するのに貢献してきたと評価していることがわかる
°.

V結 び

以上の考察に見 られるとお り,バ
ー トンは貨幣価値の下落による実質賃金の低下が

利潤増加 と資本蓄積を促進 し,ま た労働による機械の代替を促 したと論 じている。さ

らに,貨 幣価値の下落が労働者階級に及ぼす悪影響を緩和するのに,救 貧法が貢献 し

6 ) E d c n ( 1 7 9 7 , v . 2 5 8 3 ) .真実氏が訳者注 (B a t t o n  1 8 1 7 :訳1 3 6 - 7 )で指摘したように,バ
ー トンには,

イーデンの原著名および参照箇所について不正確なところがある.

7 )た だバー トンは,救 貧法が人々の自立心と勤勉さを損ねてきたとする主張には反対 している

(Barton 1817,66:司民 83-4).

8)バ ー トンはもし救貧法を廃止するのであれば,労 働者階級の状態を改善するために次の 4つ の

施策がとられるべきと論じている.ま ず貨幣価値の下落と雇用機会の増加による人口増加への対策

としては,① 住居数を制限,② 海外植民の促進,③ 国内荒廃地を安価に分譲することで国内植

民を促進, ということを拳げている。また老人や寡婦,孤 児への救済として,④ 民間の共済組合

の活用を挙げている (Batton 1817,69-72:訳86‐9)1
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てきたと主張していた。このようにバー トンは貨幣的要因が実体経済にもたらす影響

を分析しただけでなく,そ のような影響への政策的対応も考祭していた。バ
ー トンは

貨幣的要因をふまえ,経 済の分析的考察から政策的提言にいたる包括的な考察を展開

しようとしていたことがわかる。

リカー ドウは長期的分析においてはしばしば,貨幣価値は不変と仮定していたため,

貨幣的要因が経済に及ぼす影響を考えることはほとんどなかった。それゆえ,バ
ー ト

ンをリカー ドウ経済学のたんなる支流の
一つであつたとみなすことはできない。ノミー

トンはその後の著作で,投 機に対する批判 (Ba■On 1833,54-5,62-3,107)や,穀 物法

廃止による貿易収支の赤字は流通金量を減少させ,貨 幣恐慌をもたらすという議論

(Batton 1847,7-8)を論じるようにもなつており,貨幣的要因を重視した学説として,

その意義を提え直す試みが求められよう。
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